
SNW対話イン関東複数大学2017
中部電力浜岡原子力発電所見学と対話会

対話会説明資料

１．福島原発事故とその影響 三谷信次

２．原子力発電所の安全対策 出澤正人

３．高レベル放射性廃棄物の放射能 武田精悦

４．日本と世界のエネルギーの見通し 松永一郎

2017年11月4日



SNW対話会イン関東複数大学2017

ー中部電力(株)浜岡原子力発電所見学会と対話会ー

対話会話題 説明資料

① 福島原発事故とその影響

平成29年11月4日

原子力コミュニケィションズ 三谷信次



福島復興 ～避難支援から復興へ、
旧住民の帰還と新住民の誘致～
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福島第一原発の現状
1号機 2号機 3号機



福島第一原発廃炉工程



２ 原子力発電所の安全対策
浜岡発電所の事例

2017年10月4日

出澤正人



原子力発電所の安全対策
（浜岡原子力発電所を事例に）

2017/11/4 出澤

中部電力HPより作成











３ 高レベル放射性廃棄物の放射能

武田精悦

2017年10月4日



出典：NUMO2017.2-3月地層処分ｾﾐﾅｰ」説明資料



地層処分システム

出典：ＮＵＭＯ 2016年5月・6月高レベル放射性廃棄物の最終処分全国ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 参考資料



出典：ＮＵＭＯ 2015年11月16日九州大学大学院「高レベル放射性廃棄物の地層処分について」説明資料



科学的特性マップ

出典：資源エネルギー庁
科学的特性マップ公開用サイト

2017年7月



４ 日本と世界のエネルギーの見通し

２０１７年１１月４日（土）

SNW 松永一郎



参考資料とキーワード

主要参考資料 経産省HP

・エネルギー白書２０１７ 2017.6.2 閣議決定・国会報告

・第４次エネルギー基本計画 2014.4.11 閣議決定

・長期エネルギー需給見通し 2015.7.11

・第５次エネルギー基本計画の検討 2017.8.9 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会

・エネルギー情勢を巡る状況変化について 2017.8.30  エネルギー情勢懇談会

キーワード
・CO2削減、パリ協定、脱化石燃料、ゼロエミッション電源、CCS、省エネ、

電力コスト抑制、エネルギーベストミックス、EV,PHV,FCV、IEA（国際エネル
ギー機関）、FIT、２０３０年目標、２０５０年目標、オイルピーク、水素社会、蓄
電池、

電力／ガス自由化



世界のエネルギー需要の推移と今後の見通し

１．2040年の世界のエネルギー需要は2012年の1.5倍になる。増加分のほとんどは中国、インドを含むアジア地域である
２．需要増加の制約要因は化石燃料エネルギー、特に石油コストのUPである。石油需要の1/2は陸上輸送（ガソリン、軽油）
３．石油コストUPの制約要因はエネルギーシフト

４．エネルギーシフト 石油→天然ガス 化石燃料→原子力・再生エネ ガソリン／ジーゼル車→EV,PHV,FCV



地球温暖化ガス（CO２）排出量の削減
・パリ協定（COP21)
１．世界共通の長期目標として産業革命前からの地球平均気温上昇を2℃より
十分下方に保持。また、1.5℃に抑える努力を追求。
２．上記目標を達成するために今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸
収のバランスを達成するよう世界の排出ピークをできるだけ早期に迎える。

2050
削減目標

米国離脱も脱CO2のトレンドは変わ
らず。再エネ・原子力・CCS・海外
貢献・経済的措置から成る低炭素対
応の国際競争に

日
🔺80%

（年度未定）

未定 未定 未定

日本
「エネルギー情勢を巡る状況変化に
ついて」
エネルギー情勢懇談会で今後検討
１．パリ協定対応
２．技術革新・投資と海外貢献が可
能な産業の構造と政策を構築
３．2050年に向けてあらゆる可能
性を追求



第４次エネルギー基本計画、エネルギー需給計画について

１．２０３０年目標

（１）CO2削減・・2013年度（12.4億トン）比で25%削減し9.3億トンとする

（２）エネルギー自給率（原子力含む）・・2013年度６％→２４％

（３）電力コスト（燃料費＋FIT買取価格）・・2013年度(9.8兆円）並みかそれ以下

２．目標を達成するための施策

（１）ゼロエミッション電源（再生＋原子力）・・2013年度１２％→４４％

（２）省エネ(経済成長率1.7%/年）・・2013年度 3.6億kl →3.3億kl

経済成長率1.7%/y



原発の現状
2017.10.17現在
（既設４0基、新設２基）

稼働済 ５基
許可済 ９基
審査中 １２基
未申請 １８基
合計 ４2基

2016.12.1 原子力委員会資料
既設炉４２基

2017.10.17 関電大飯１，２号炉廃炉
145億kWh減少



世界各国の原子力に対するスタンス

スタンスを表明していない国も多数存在


